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6北総第 1282号

令和 6年 11月 28日

北上市議会議長 菊 池  勝 様

北上市長 人重樫 浩

請願に対する取扱いについて (報告 )

令和 6年 9月 27日 付け 6北議事第326号 で通知のあったこのことについて、次のと

お り報告 します。

記

1 件 名′
請願第 3号  北上市の小中学校等の学校給食費無償化を求める請願
2 回答
令和 6年 6月 に発表 された文都科学省の 「学校給食に関する実態調査」によると、

1,794自 治体の うち722自 治体において、何 らかの形で令和 5年度中に学校給食無

償化を実施 してお ります。

しか しながら、当該調査結果か らは、無償化を実施す る自治体においてはその財

源 として(自 己財源 (ふ るさと納税や寄付金を除 く)で賄つているケースが最 も多

く、物価高騰対策等により疲弊する地方財政の観点か らも、長期的に安定 した財源

の確保が不可欠であ ります。また、国においては、種々の調査結果を受け児童生徒

間の公平性確保の観点か ら全国一律で無償化すべきかを継続 して検討することとし

てお りますが、いまだ 自治体への具体的な財政支援策が示 されていない状況にあ り

ます。                             |
当市においては、食材費は保護者負担 とす る学校給食法による原則や約 4億 5千

万円にのばる財源の確保 とい う点か らも、現時点で無償化に舵を切れる状況にはあ

りません。なお、これまでも経済的に困窮 している世帯で、生活保護や就学援助を

受けている場合は給食費の企額を助成 してお ります。加 えて、昨今の物価高騰対策

として、国の交付金を活用 した食材費高騰分の差額措置や、食材費や労務費等の高

騰により地元産品の購入が困難になつている状況や北上市学校給食運営委員会か ら

の意見も踏まえた令和 7年度か ら予定する給食費の値上げに際 しても、当該年度分

に限 り増額分を公費負担す るなど保護者の経済負担の軽減策の実施を検討 してお り

ます。

学校給食費を無償化す るのであれば、義務教育の一 r呆
~と
して児童生徒の公平性の

確保の観点から、居住す る地域によって教育負担に著 しい格差を生 じさせ

く、国の責任において、全ての自治体で学校給食の無償化を進めることが

ると考えます。当市 としましては、全国市長会等を通 じて国に対 して無償
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実現に向けた要望をしてい るところであ り、今後 も国の動向を注視 して参 りたい と

考えてお ります。                          
｀

担 当 企画部総務課法規文書係
係長 伊藤  昌彦

連絡先 内線 3222
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